




大都市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望 

指定都市では、社会経済情勢の変化に伴う社会保障制度、生活環境や都市機能の充実・向上のための財政

需要が増加しているほか、道府県から移譲されている大都市特例事務を担っていますが、現状において税制・財

政上の措置は十分ではありません。加えて、地方法人税導入により、都市税源の更なる確保が厳しい状況となっ

ています。また、徹底した行財政改革に取り組んでいますが、過去の経済対策に呼応した社会資本整備などに

係る借入金の償還が大きな負担となっています。さらに、エネルギー・食料品価格等の物価高騰や感染症対応を

はじめ、全国的に多発する大規模災害からの復旧や復興、防災・減災対策や国土強靱化の取組などに多額の

経費が見込まれ、財政運営は極めて厳しい状況に置かれています。 

このような状況の中でも引き続き、圏域における中枢都市として、日本を牽引するエンジンとなり、日本経済の

持続的な成長やデジタル技術を活用した地方創生の一層の推進、ＳＤＧｓの達成に向けて、先駆的かつ先導的

役割を果たすことが不可欠です。また、物価高騰や感染症対応に加え、子ども・子育て支援の充実、高齢化対策、

脱炭素社会の実現、都市の活性化、社会資本の長寿命化等の緊急かつ重要な施策を積極的に推進していく必

要があります。そのため、国・都道府県・市町村の役割分担や事務権限を明確にした上で、適切な財源が措置さ

れることが重要です。 

真の分権型社会の実現に向け、国と地方の役割分担を抜本的に見直した上で、新たな役割分担に応じた税

の配分となるよう、消費税・所得税・法人税など複数の基幹税からの税源移譲により税源配分の是正を行うなど、

地方税財源を拡充強化するとともに、増大する財政需要に対応し、自主的かつ安定的な財政運営を行うため、

国の歳出削減を目的とした安易な地方交付税の削減等を行うことなく、必要な地方財源の総額を確保し、都市税

源の拡充強化を図ること等により、大都市の実態に即応した税財政制度を確立することが重要です。 

つきましては、次のとおり税財政制度の改正が行われるよう強く要望します。 
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